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論文審査の結果の要旨 

 申賢哲「特許権と競争法の交錯に関する一考察－権利行使の制限を中心に－」は、我が国の特許侵害訴訟におい

て、特許権の権利行使が競争法違反となりうる場合に、その制限の可能性をどのような法的枠組みで考えるべきか

について、韓国・米国・ＥＵの裁判例や学説を紹介・分析することにより検討するものである。 

 本論文の構成としては、特許権と競争の交錯問題について、第１編において総論的な検討が、第２編において各

論的な検討が行われている。 

 まず、第１編では、特許権付与の正当化根拠が論じられ、競争法違反による特許権行使の制限の可能性が指摘さ

れている。その上で、我が国での特許権侵害に対する差止請求の制限や競争法の概要、特許侵害訴訟における競争

法違反を理由とする抗弁の取扱い、そして、各論的検討の前提となる韓国・米国・ＥＵの競争法の概要や競争法違

反を理由とする権利制限の概要について説明され、我が国法との相違点が明確にされている。 

 次に、第２編では、３つの問題が取り上げられている。すなわち、第１部の序論に続けて、第２部において、先

発医薬品メーカー（特許権者）と後発医薬品メーカーの間で行われるリバースペイメント合意（ＲＰ合意）につい

て、第３部において、「公正、合理的かつ非差別的な条件」での実施許諾宣言（ＦＲＡＮＤ宣言）された標準必須

特許による差止請求について、第４部において、ＰＡＥ（Patent Assertion Entity）による濫用的訴訟の提起に

ついて検討が行われている。 

 第２部では、裁判例の分析から、ＲＰ合意での経済的利益の移転の規模は、特許権の有効性を否定する方向で働

く要素となり、そのＲＰ合意による後発医薬品の市場参入の排除は、競争減殺などの社会的利益に反することが論

じられている。ＲＰ合意の規制に関して重要な点は、韓国・米国・ＥＵでは特許権の排他性を神聖視しないことに

ついて共通の認識が形成されている点であり、我が国の学説も同様の見解を採用していることが確認されている。 

 第３部では、韓国・ＥＵは、共通に、独自の競争法違反の抗弁を認めており、また、米国は、eBay判決による判

例法上の規範や沿革的に競争政策との調整から特許権濫用（Patent Misuse）の法理を用いていることが確認さ

れ、他方、我が国では、競争法違反の抗弁がどのような法的枠組みで検討されることが考えられているのかは明瞭

ではないことが指摘されている。 

 第４部では、韓国・米国・ＥＵにおいては、濫用的訴訟（権利の取得に詐欺や虚偽の陳述が働いたか、非侵害の

事情を知った上で提起される特許侵害訴訟）の提起が競争法違反になりえて、その理由から権利行使が制限される

との考え方が論じられており、我が国でも同様の考え方が採用されうることが指摘されている。そして、ＰＡＥの

権利行使が、主に低品質や比較的価値の低く、無効になりやすい特許に基づいて行われていることを考慮して、Ｐ

ＡＥの濫用的訴訟の提起を抑制するための一つの方策として、競争当局の指針などで競争法の適用に関する明確な

考え方を提示することが主張されている。 

 本論文の最終的な結論として、我が国法では、特許侵害訴訟における競争法違反を理由とする特許権の制限が検

討される法的枠組みは民法上の権利濫用であり、韓国・米国・ＥＵとの比較法的検討に基づき、韓国や米国のよう

な特許権濫用の法理や、ＥＵや韓国のような独自の競争法違反の抗弁を採用する必要性がないことが論じられてい

る。そして、民法上の権利濫用の法理の判断での考慮要素を提示し、競争法違反が問題となる場合における権利濫

用の判断の在り方が論じられている。 

 本論文は、韓国法・米国法・ＥＵ法との比較を通じて、我が国における特許権侵害訴訟における競争法違反を理



由とする特許権の制限をどのように考えるべきかを検討するものである。我が国のみならず、韓国・米国・ＥＵの

裁判例・学説を広範囲に、かつ深く研究し、それらを適切に整理したうえで、我が国法の問題に取り組んでいるも

のであり、博士号を付与する十分な価値があるものと評価することができた。 

 なお、本論文について、剽窃がないことを確認した。 


